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IFCAの⽬的

ユース・アドボカシーによって社会的養護制度・政策を
より良い⽅向に変えること



社会的養護における当事者参画の意義



私たち当事者が⾃覚すべきこと



IFCAのこれまでのユース育成の取り組み

あなた自身が傷つくことなく、それを聞いた人たちの心を動かすことができる。

あなたのメッセージが、あなたと同じく社会的養護で育つ仲間たちの生活を良いものにしていき、

社会的養護の制度を変えていく時にも役立つ…  そんな、ライフストーリーの語り方を紹介します。

“あなたが生きてきた大切な人生の物語を伝えよう”

ストラテジックシェアリング

児童養護施設や里親家庭で育つ子どもたち、ケアを離れ自立した若者たち、

そして、彼らを育み支援する人たちのためのブックレット

Casey Family Programs

-
Foster Care Alumni of America

-
International Foster Care Alliance



アメリカの当事者活動に学ぶ
：CYCトレーニング、FosterClub



ケアを離れて⾃⽴するユースのための
「トランジション・ツールキット」

これから施設や⾥親家庭で⽣活する
⼦どもたちのためのツール（絵本）



ケアリーバー全国調査と同年度にIFCAも調査を実施しました！

コロナ禍における社会的養護経験者の実情
－当事者の声をもとに—

Cちゅん：社会的養護で育った
いろとりどりのトリ
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webアンケートの実施
nwebフォームによる質問紙調査を実施。（武蔵野⼤学⼈間科学部研究倫理審査を受審 承認
番号:2020-2)

n対象は、過去に社会的養護を経験した（⼀時保護のみの経験者も含む）
ことのある1６歳以上４０歳未満の⽅

n他の当事者団体や⽀援機関への依頼、SNSでの呼びかけを⾏い、回答しやすい
ようQRコードも設定

n回答者へは謝礼品（電⼦ギフトカード）を後⽇配送
n調査は2020年5⽉25⽇〜6⽉30⽇までの期間を設定、開始
n想定を超える回答数425名が早期に集まり、2020年6⽉1４⽇締め切り

 1 

 

I F C A プロジェクト C アンケート調査報告書 第一報 

 
はじめに 

 私たちは、2020 年に発生した新型コロナ感染症（COVID-19）（以下、新型コロナ）の感染拡大が、社会的

養護の当事者たちの生活においてどのような影響が出たか、何に困っているのかを明らかにする必要があると考

え、IFCA 日本法人内の有志のチームとして「IFCA プロジェクト C」を結成しました。 

これは、本プロジェクトで実施した web アンケート調査の結果から、当事者の置かれた実態及び「声」を明

らかにし、必要な支援および制度政策について提言を行う必要があると考えたためです。 

概要版では、アンケート調査から浮き彫りになってきた状況を報告し、今後に向けた提言を行います。 

 

 

 

I. web アンケートの実施方法 

 調査は、web フォームによる質問紙調査の方法によって行いました。対象は、過去に社会的養護を経験したこ

とのある 1６歳以上４０歳未満の方です。 

他の当事者団体や支援機関への依頼、SNS での呼びかけを行い、回答しやすいよう QR コードも設定しまし

た。また、回答者へは謝礼品（電子ギフトカード）を後日配送しました。 

調査は 2020 年 5 月 25 日から 2020 年 6 月 30 日までの期間を設定し、開始しましたが、回答の集まり

の進度によっては、期限前に締め切ることを提示しました。 

結果的に、想定を超える回答数が早期に集まったため、2020 年 6 月 1４日に回答を締め切りました。 

  

II. アンケート回答者はどんな人？—回答者について 

 今回のアンケートに回答してくださった方々は、合計 425 人です。回答者の属性は以下のようになります。 

 

１. 現住地 

現住地の都道府県は、東京都が最多の 81 人（19.1%）でした。続いて、大阪府 45 人（10.6%）、福岡県 33

人（7.8%）となり、37.5％を占めていました。大都市圏に在住の方の回答が多い傾向があります。 

とはいえ、39 都道府県からの回答があり、全国各地からの回答が寄せられたこともわかります。 

 

2. 年齢 

回答者の年齢で最も多かったのは、20 歳で 60 人（14.1%）でした（図１）。平均は、22.8歳で、22 歳以

下で 54.2％を占めます。 

 

3. 性別 

性別では、女性の回答が多くなっています。 

男性 109 人（25.6％）、女性 297人（69.9％）、回答拒否 15 人（3.5％）、その他 2 人（0.5％）でした。 
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全国調査の意義（本発表者の意⾒）
1. ベースラインがわかった

2. 国の介⼊を受けて保護者と分離された⼦どもの⼦育てがどのような結果となっ
ているか分かった

3. 当事者委員会が設置され、調査設計の段階で当事者の声が⼊った

4. 専⾨家がこれまでケアリーバーの調査にかかわってきた⼈だった

5. 退所後にこれだけつながれない⼈たちがいるということが分かった

→ 全国調査は継続的になされるべき、実施することは⼤事、継続してほしい

６．本シンポ、発信の構成⾃体がIFCAに任された
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今回の調査に思うこと

応答性が⼤事

















困難の度合い

D

養育者（施設等職
員・⾥親）
が連絡先を把握して
いる層
︓全体の６〜７割

C 質問紙に
回答できる層
︓全体の３〜４割

E 困難な状況
にある層

B 語ることが
できる層

A 当事者参画・
社会的発信
をしていく層
︓IFCA、CVV等

低い 高い

「
声
」
の
発
信
の
度
合
い

高い

⻑瀬正⼦・⾕⼝由希⼦（2019）「社会的養護の当事者の『声』−施設等退所後に困難な状況にある当事者に焦点をあてて」⽇本⼦ども虐待防⽌学会
『⼦どもの虐待とネグレクト』第21巻第1号 を改変

18歳を待たずに
家庭復帰をした

⼀時保護を経験し
たが、⼊所／委託
まで⾄らなかった



そして、これから：当事者の「声」とともに

子どもの権利条約 四つの一般原則

2016年児童福祉法改正、「子どもの権利」が書きこまれたこと
• 差別の禁止（第2条）
退所者調査の結果からわかる明らかな差

／調査後どうするのか？

• 生命、生存及び発達に対する権利（第6条）
• 子どもの意見の尊重（第12条）
「私たちぬきに私たちのことを決めないで」

Nothing about us without us
• 子どもの最善の利益（第3条）



ご清聴ありがとうございました。

退所者支援にかかわる声明を近々発信予定です！
プロジェクトCの調査第2弾実施中です！
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IFCAウェブサイト　https://ifcajapan.org/
IFCAプロジェクトC　https://www.ifca-projectc.org/
IFCA出版物一覧　https://ifcajapan.org/publications/index.php
IFCAフェイスブックページ　https://www.facebook.com/
intlfostercarealliance

　シンポジウム内でお話したツールキットについては、近々フェイ
スブックページにてお知らせ予定です。
　よろしくお願いいたします。


